
様式 １　公表されるべき事項

国立大学法人佐賀大学の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

理事

理事（非常勤）

監事

監事（非常勤）

  ②  平成２６年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び平成２６年度における改定内容

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

本学が定める役員に支給する期末特別手当（ボーナス）において，「役員としての業務に対す
る貢献度等を総合的に勘案し，学長が国立大学法人佐賀大学経営協議会に諮った上で，その
額の１００分の１０の範囲内で，これを増額し，又は減額することができる。」としている。

役員報酬は，月額及び期末特別手当から構成されており，月額については，
国立大学法人佐賀大学役員報酬規程に基づき本給に地域手当，広域異動
手当，通勤手当，単身赴任手当を加算して算出することとなっている。また，期
末特別手当は，基準日現在の本給，地域手当及び広域異動手当の月額の合
計額に，当該合計額に１００分の２０を乗じて得た額並びに本給月額に１００分
の２５を乗じて得た額を加算した額を基礎として，６月に支給する場合において
は１００分の１４０，１２月に支給する場合においては１００分の１５５を乗じて得た
額に，基準日以前６か月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合
を乗じて得た額となっている。

平成２６年度については，１２月期の期末特別手当の支給割合を１００分の１
５５から１００分の１７０に引上げた。

非常勤役員については，国立大学法人佐賀大学役員報酬規程に基づき，
１日30,000円の非常勤役員手当と通勤手当から構成されている。

平成２６年度については，報酬の改定はしていない。

本学は教育・研究・診療を主要事業としている。役員報酬を検討するにあたって，他の国立大
学法人，国家公務員，類似事業を実施している民間法人や独立行政法人等のほか，国・地方
公共団体が運営する教育・研究機関のうち常勤職員数（本学１９９１人）や教育・研究事業で比
較的同等と認められる以下の法人等を参考にした。

（１）国立大学法人島根大学・・・・当該大学は，同じ国立大学法人として教育・研究・診療事業
を実施している（常勤職員数１９２０人）。公表資料によれば，平成２５年度の法人の長の年間報
酬額は15,922,000円であり，公表対象年度の役員報酬規程に記載された本俸額等を勘案する
と，17,829,000円と推定される。同様の考え方により，理事については13,756,000円～
14,176,000円，監事については11,069,280円と推定される。

（２）事務次官年間報酬額・・・22,652,000円

支給基準及び平成２６年度における改定内容とも法人の長に同じ。

支給基準及び平成２６年度における改定内容とも法人の長に同じ。

支給基準及び平成２６年度における改定内容とも理事（非常勤）に同じ。



２　役員の報酬等の支給状況
平成２６年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

17,402 12,660 4,742 （　　　　）
千円 千円 千円 千円

13,807 10,008 3,748 50
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

13,780 10,008 3,748 24
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

13,780 10,008 3,748 24
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

13,807 10,008 3,748 50
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

1,200 1,200 0 0
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

11,077 8,640 2,213 224
（通勤手当）

4月1日

千円 千円 千円 千円

2,280 2,280 0 0
（　　　　）

4月1日

注：総額、各内訳について千円未満切り捨てのため、総額と各内訳の合計額は必ずしも一致しない。

法人の長

B理事

Ｅ理事
（非常勤）

Ｂ監事
（非常勤）

A監事

役名 前職
就任・退任の状況

その他（内容）

D理事

A理事

C理事



３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　法人の長

　理事

　理事（非常勤）

　監事

　監事（非常勤）

本学は地域と共に未来に向けて発展し続ける大学を理念とし，教養を体系的に身に
付ける高等教育を目指し，大学の三つの使命である教育，研究，社会貢献の全学的・
組織的な取り組みの強化と，これを支える大学の経営に対する意識改革を学長の強
いリーダーシップの下で推進している。そうした中で，佐賀大学の学長は職員数1991
名の法人の代表として，その業務を総理するとともに，公務を司り，所属職員を総督し
て，経営責任者と教学責任者の職務を同時に担っている。

学長の年間報酬額は，人数規模が同規模である民間企業の役員報酬3,112万円と
比較した場合，それ以下であり，また，事務次官の年間給与額2,265万円と比べてもそ
れ以下となっている。

また，同規模の他の国立大学の長の報酬水準（琉球大学，山口大学及び島根大学
の長の平均報酬17,402,000円）と同水準となっている。

こうした職務内容の特性や民間企業の役員等との比較を踏まえると，学長の報酬水
準は妥当であると考えられる。

本学は地域と共に未来に向けて発展し続ける大学を理念とし，教養を体系的に身に
付ける高等教育を目指し，大学の三つの使命である教育，研究，社会貢献の全学的・
組織的な取り組みの強化と，これを支える大学の経営に対する意識改革を学長の強い
リーダーシップの下で推進している。そうした中で，佐賀大学の理事は学長を直接補佐
し，それぞれの担当任務についての企画立案，点検評価及び改善を行っている。

理事の年間報酬額は，人数規模が同規模である民間企業の役員報酬3,112万円と比
較した場合，それ以下であり，また，事務次官の年間給与額2,265万円と比べてもそれ
以下となっている。

また，同規模の他の国立大学の理事の報酬水準（琉球大学，山口大学及び島根大
学の理事の平均報酬13,794,000円）と同水準となっている。

こうした職務内容の特性や民間企業の役員等との比較を踏まえると，理事の報酬水
準は妥当であると考えられる。

国立大学法人のガバナンスにおいては，監事及び監査室が行う監査業務の果たす役
割が重要になってきている。佐賀大学においてもガバナンスを充実するために，監査業
務の充実を図っているところである。そうした中で，佐賀大学の監事は，本学の業務の合
理的かつ効率的運営を図ること及び会計経理の適正を期することを目的に定期的及び
臨時に監査を行っている。

監事の年間報酬額は，人数規模が同規模である民間企業の役員報酬3,112万円と比
較した場合，それ以下であり，また，事務次官の年間給与額2,265万円と比べてもそれ以
下となっている。

また，同規模の他の国立大学の監事の報酬水準（琉球大学，山口大学及び島根大学
の監事の平均報酬11,007,000円）と同水準となっている。

こうした職務内容の特性や民間企業の役員等との比較を踏まえると，監事の報酬水準
は妥当であると考えられる。

国立大学法人のガバナンスにおいては，監事及び監査室が行う監査業務の果たす役
割が重要になってきている。佐賀大学においてもガバナンスを充実するために，監査業
務の充実を図っているところである。そうした中で，佐賀大学の監事は，本学の業務の
合理的かつ効率的運営を図ること及び会計経理の適正を期することを目的に定期的及
び臨時に監査を行っている。

監事（非常勤）の年間報酬額は，同規模の他の国立大学の監事（非常勤）の報酬水準
（岐阜大学の監事（非常勤）の報酬2,136,000円）と同水準となっている。

こうした職務内容の特性や民間企業の役員等との比較を踏まえると，監事の報酬水準
は妥当であると考えられる。

本学は地域と共に未来に向けて発展し続ける大学を理念とし，教養を体系的に身に付
ける高等教育を目指し，大学の三つの使命である教育，研究，社会貢献の全学的・組織
的な取り組みの強化と，これを支える大学の経営に対する意識改革を学長の強いリー
ダーシップの下で推進している。そうした中で，佐賀大学の理事は学長を直接補佐し，そ
れぞれの担当任務についての企画立案，点検評価及び改善を行っている。

理事（非常勤）の年間報酬額は，同規模の他の国立大学の理事（非常勤）の報酬水準
（宮崎大学の理事（非常勤）の報酬1,307,000円）と同水準となっている。

こうした職務内容の特性や他の法人との比較を踏まえると，理事の報酬水準は妥当で
あると考えられる。



【文部科学大臣の検証結果】

４　役員の退職手当の支給状況（平成２６年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

年 月

該当者なし

年 月

該当者なし

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

５　退職手当の水準の妥当性について
【文部科学大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

理　事

注：「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績勘案
　　 率及び退職手当支給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。

法人の長

該当なし

判断理由

法人での在職期間

監　事

役員の業績を報酬に反映させる仕組みとしては，期末特別手当（ボーナス）において，
「役員としての業務に対する貢献度等を総合的に勘案し，学長が国立大学法人佐賀大学
経営協議会に諮った上で，その額の１００分の１０の範囲内で，これを増額し，又は減額する
ことができる。」としている。

職務内容の特性や国家公務員指定職適用官職，他の同規模の国立大学法人
等，民間企業等との比較などを考慮すると，役員の報酬水準は妥当であると考え
られる。



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容及び平成２６年度における主な改定内容

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

昇給の実施及び勤勉手当の成績率の判定に当たっては，人事評価制度による評価結果等を踏
まえた勤務成績を考慮している。

・昇給については 昇給日（毎年１月１日）前１年間におけるその者の勤務成績に応じて，それぞ
れ昇給号俸数を決定する。

具体的には，１年間良好な成績で勤務した者を，４号俸上位の号俸に昇給させることを基準とし
て，勤務成績に応じ昇給号俸数を加減させることにより昇給号俸数を決定する。

・勤勉手当（査定分）ついては ６月１日及び１２月１日（以下「基準日」という。）にそれぞれ在職
する職員に対し，基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の勤務成績に応じて，それぞれ支
給割合を決定する。

・昇格及び降格については，特に勤務成績が優秀で，かつ大学が定める必要経験年数を有して
いる者は上位の職務の級に昇格させることが出来るとし，勤務成績が不良な場合は，下位の級に
決定することが出来るとしている。

○ 本学の給与水準を検討するにあたって，他の国立大学法人等，国家公務員のほか，平成２６年
度職種別民間給与実態調査によるデータのうち，企業規模別（本学１９９１人）・職種別平均支給額
を参考にした。

（１）国立大学法人島根大学・・・当該法人は主要事業（教育・研究・診療）において類似する国立
大学法人であり，法人規模についても同等（１９２０人）となっている。

（２）国家公務員・・・平成２５年度において，国家公務員のうち行政職俸給表（一）の平均給与月額
は408,472円となっており，全職員の平均給与月額は415,426円となっている。

（３）職種別民間給与実態調査において，本学と企業規模が同等で大学卒の事務系職員の平均
給与月額と比較（例えば，事務係長の平均給与月額は490,075円となっている。）。
○ 本学の教育，研究及び地域・国際貢献活動等の目的に沿った総合的な人員計画並びに中期
目標，中期計画に掲げる総人件費改革の実行計画を基に，当法人において決定された当初予算
の範囲内で適正かつ効率的な人件費管理を行う。

職員の給与は，「国立大学法人佐賀大学職員給与規程」に基づき，本給，本給の調整額，管理
職手当，職務付加手当，初任給調整手当，扶養手当，地域手当，広域異動手当，住居手当，通
勤手当，単身赴任手当，死体処理手当，放射線取扱手当，異常圧力内作業手当，夜間看護等
手当，夜間診療手当，オンコール手当，教員特殊業務手当，教育実習等指導手当，教育業務連
絡指導手当，義務教育等教員特別手当，教職調整額，極地観測手当，超過勤務手当，緊急手
術手当，休日給，夜勤手当，宿日直手当，管理職員特別勤務手当，期末手当及び勤勉手当から
構成されている。

期末手当については，期末手当基礎額（本給月額，本給の調整額，教職調整額，扶養手当の
月額，地域手当及び広域異動手当の月額に役職に応じた加算額並びに管理職加算額を加算し
たもの）に６月に支給する場合には１００分の１２２．５（前述の管理職加算額を加算するものについ
ては１００分の１０２．５），１２月に支給する場合には１００分の１３７．５（同１００分の１１７．５）を乗じ，
さらに基準日以前６カ月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額とし
ている。

勤勉手当については，勤勉手当基礎額（本給月額，本給の調整額，教職調整額，地域手当及
び広域異動手当の月額に役職に応じた加算額並びに管理職加算額を加算したもの）に支給細則
に定める割合を乗じ，さらに基準日以前６カ月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割
合を乗じて得た額としている。
平成２６年度においては，以下の給与改定を行った。
○民間給与との較差を埋めるための国家公務員の給与の見直しに関連して，以下の措置を講ず
ることとした。

・実施時期：平成２６年４月１日～
・本給表関係：平均0.3％の改定
・諸手当関係：初任給調整手当 100円～300円までの幅で引上げ，通勤手当 交通用具使用者

に係る通勤手当について100円～7,100円までの幅で引上げ，期末・勤勉手当 支給割合を3.95月
から4.10月に引上げ（引上げ分は12月期の勤勉手当の支給割合を0.825月とすることで対応）
○国家公務員の給与制度を参考とし，以下の改正を行った。

・平成２７年１月１日の昇給の１号俸抑制



２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

1493 42.8 6,283 4,706 76 1,577
人 歳 千円 千円 千円 千円

303 44.4 5,467 4,078 76 1,389
人 歳 千円 千円 千円 千円

540 48.9 8,380 6,235 98 2,145
人 歳 千円 千円 千円 千円

447 35.2 4,667 3,543 47 1,124
人 歳 千円 千円 千円 千円

18 51.1 5,113 3,824 69 1,289
人 歳 千円 千円 千円 千円

24 46.0 7,226 5,404 80 1,822
人 歳 千円 千円 千円 千円

42 42.8 6,748 5,091 136 1,657
人 歳 千円 千円 千円 千円

118 36.9 4,742 3,598 64 1,144
人 歳 千円 千円 千円 千円

1

人 歳 千円 千円 千円 千円

16 62.8 3,172 2,699 77 473
人 歳 千円 千円 千円 千円

12 62.8 3,219 2,740 91 479
人 歳 千円 千円 千円 千円

1
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 62.8 2,913 2,477 42 436

人 歳 千円 千円 千円 千円

118 46.2 3,505 3,112 45 393
人 歳 千円 千円 千円 千円

28 46.4 3,038 2,323 52 715
人 歳 千円 千円 千円 千円

12 36.4 7,236 6,076 49 1,160
人 歳 千円 千円 千円 千円

1
人 歳 千円 千円 千円 千円

4 58.3 3,257 2,682 61 575
人 歳 千円 千円 千円 千円

59 48.1 2,123 1,997 46 126
人 歳 千円 千円 千円 千円

12 42.0 7,573 7,573 0 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

1
人 歳 千円 千円 千円 千円

1

人 歳 千円 千円 千円 千円

10 38.4 4,248 4,248 87 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

10 38.4 4,248 4,248 87 0

年俸制職員

契約医療事務職員

事務・技術

教育職種
（大学教員）

技能・労務職種

再任用職員

寄附講座教員

事務・技術

その他

非常勤職員

常勤職員

技能・労務職種

教育職種
（附属高校教員）

総額
人員

医療職種
（病院看護師）

平成２６年度の年間給与額（平均）

教育職種
（大学教員）

区分

医療職種
（病院医療技術職員）

その他医療職種
（看護師）

うち賞与うち所定内

教育職種
（附属義務教育学校教員）

平均年齢

事務・技術

教育職種
（大学教員）

医療職種
（病院看護師）

その他医療職種
（看護師）

医療職種
（病院医療技術職員）

技能・労務職種



注１ ： 常勤職員については，在外職員，任期付職員及び再任用職員を除く。

注２ ： 「技能・労務職種」とは，調理師，自動車運転手，用務員等の技能・労務的業務に従事する職種を示す。

注３ ： 「教育職種（附属高校教員）」には，附属特別支援学校教員を含む。

注４ ： 「教育職種（附属義務教育学校教員）」には，附属幼稚園教員を含む。

注５ ： 常勤職員のその他医療職種（看護師），再雇用職員の教育職種（大学教員），非常勤職員の医療職種（病院看護師），

その他医療職種(看護師）及びその他については各々該当者が2名以下のため，当該個人に関する情報が特定される恐れ

のあることから「平均年齢」以下の事項については記載していない。

注６：常勤職員の表について医療職種（病院医師）は該当者がいないため欄の記載を省略した

注７：在外職員，任期付職員の区分については該当者がいないため，表の掲載を省略した。

注８：再任用職員の表について，医療職種（病院医師），医療職種（病院看護師）は該当者がいないため欄の記載を省略した。

注９：非常勤職員の表について，医療職種（病院医師）は該当者がいないため欄の記載を省略した。



②

注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

注：年齢28～31歳の該当者は４人であるため，当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから
　　年間給与額の第１・第３分位については，表示していない。

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師）)
〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以下、④まで同じ。〕
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③

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

局長 1

部長 4 57.0 9,551

次長 1

課長 18 55.9 7,796

副課長 30 54.5 6,489

係長 120 49.7 5,839

主任 57 42.3 4,894

係員 72 29.1 3,602

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師））

代
表
的
職
位

―　　～　　―

注1 ： 「局長」及び「次長」の該当者は1人のため，当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから，
　　　　「平均年齢」以下の事項について記載していない。

注2 ： 「課長」には課長相当職である「事務長」及び「監査室長」，「副課長」には副課長相当職である「専門職」，
　　　　「副事務長」及び「技術専門員」，「係長」には係長相当職である「技術専門職員」を含む。

7,054　～　5,928

6,859　～　4,141

（最高～最低）
人員

6,352　～　3,666

分布状況を示すグループ

千円

5,328　～　2,836

8,696　～　7,051

年間給与額
平均年齢

10,005　～　9,268

―　　～　　―
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（教育職員（大学教員））

平均
人 歳 千円

教授 217 55.6 9,618

准教授 171 46.5 7,857

講師 47 43.9 7,489

助教 94 40.8 6,705

助手 4 47.8 5,710

教務員 7 46.1 5,223

（医療職員（病院看護師））

平均
人 歳 千円

看護部長 1

副看護部長 3 53.5 7,114

看護師長 23 50.5 6,316

副看護師長 43 47.7 5,761

看護師 377 32.7 4,355

④

　（事務・技術職員）

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

61.8 60.7 61.2

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

38.2 39.3 38.8

％ ％ ％

         最高～最低 51.7～32.7 48.8～34.8 48.7～33.8

％ ％ ％

64.9 62.7 63.7

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

35.1 37.3 36.3

％ ％ ％

         最高～最低 40.5～32.1 42.7～34.1 41.3～33.5

千円

千円

　
代
表
的
職
位

6,464　～　4,568

6,361　～　4,258

人員

注１ ： 「看護部長」の該当者は１人のため，当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから，
　　　　「平均年齢」以下の事項について記載していない。

―　　～　　―

（最高～最低）

一律支給分（期末相当）

分布状況を示すグループ

分布状況を示すグループ

一般
職員

代
表
的
職
位

賞与（平成２６年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員
（病院看護師））

9,737　～　4,333

5,672　～　4,538

18,318　～　7,588

13,220　～　5,340

人員 平均年齢
年間給与額

（最高～最低）

年間給与額

6,730　～　5,365

―　　～　　―

一律支給分（期末相当）

注２ ： 「副看護部長」の該当者は３人のため，当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから，
　　　年間給与額の（最高～最低）については表示していない。

管理
職員

6,059　～　3,273

区分

10,769　～　5,433

平均年齢



（教育職員（大学教員））

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

61.1 59.3 60.1

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

38.9 40.7 39.9

％ ％ ％

         最高～最低 51.7～33.0 52.2～35.1 52.0～34.1

％ ％ ％

65.0 62.9 63.8

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

35.0 37.1 36.2

％ ％ ％

         最高～最低 40.5～30.0 42.7～26.1 41.7～29.7

（医療職員（病院看護師））

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

63.9 62.5 63.2

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

36.1 37.5 36.8

％ ％ ％

         最高～最低 40.5～34.5 39.8～36.6 38.5～35.6

％ ％ ％

64.2 62.1 63.1

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

35.8 37.9 36.9

％ ％ ％

         最高～最低 40.5～31.9 42.7～33.9 40.4～33.0

管理
職員

一律支給分（期末相当）

区分

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一般
職員

一律支給分（期末相当）

一律支給分（期末相当）



３　給与水準の妥当性の検証等

○事務・技術職員

・年齢勘案　　　　　　　　　　　  81.9
・年齢・地域勘案　　　　　　　　 89.2
・年齢・学歴勘案　　　　　　　　 82.0
・年齢・地域・学歴勘案　　　　 89.0
（参考）対他法人　　　　　　　　 93.0

（文部科学大臣の検証結果）
　給与水準の比較指標では国家公務員の水準未満となっていること等から
給与水準は適正であると考える。引き続き適正な給与水準の維持に努めて
いただきたい。

講ずる措置

　給与水準の妥当性の
　検証

内容項目

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　35.8％】
　（国からの財政支出額　14,379,731千円、支出予算の総額　40,131,778千
円：平成26年度予算）
【累積欠損額　　0円（平成25年度決算）】
【管理職の割合　7.9％　（常勤職員数303名中24名）】
【大卒以上の高学歴者の割合　54.1％　（常勤職員303名中164名）】
【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合　26.5％】
　（支出総額　39,367,974千円，給与・報酬等支給総額　10,444,798千円）
（法人の検証結果）
　本学は地域と共に未来に向けて発展し続ける大学を理念とし，教養を体
系的に身に付ける高等教育を目指し，大学の三つの使命である教育，研
究，社会貢献の全学的・組織的な取り組みの強化と，これを支える大学の経
営に対する意識改革を学長の強いリーダーシップの下で推進している。そう
した中で事務及び技術職員の担う役割は，多岐にわたり困難の度も増して
きており，専門的知識を有する職員の確保・育成が重要になってきている。
　また，対国家公務員指数は81.9であり，同規模の民間企業と比べても同
種の職種の水準を下回っている。以上のことから，給与は適切な水準と考え
られる。

対国家公務員
指数の状況

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

　引き続き，国に準拠した給与により適正な給与水準の維持に努めたい。



○医療職員（病院看護師）

・年齢勘案　　　　　　　　　　　  97.2
・年齢・地域勘案　　　　　　　　 99.8
・年齢・学歴勘案　　　　　　　　 95.2
・年齢・地域・学歴勘案　　　　 98.9
（参考）対他法人　　　　　　　　 96.8

○教育職員（大学教員）と国家公務員との給与水準の比較指標 92.9

　　　なお、平成19年度までは教育職員（大学教員）と国家公務員（平成15年度の教育職（一））との給与水準

　　（年額）の比較指標である。

４　モデル給与

（文部科学大臣の検証結果）
　給与水準の比較指標では国家公務員の水準未満となっていること等から
給与水準は適正であると考える。引き続き適正な給与水準の維持に努めて
いただきたい。

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

　給与水準の妥当性の
　検証

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　35.8％】
　（国からの財政支出額　14,379,731千円、支出予算の総額　40,131,778千
円：平成26年度予算）
【累積欠損額　　0円（平成25年度決算）】
【管理職の割合　0.9％　（常勤職員数447名中4名）】
【大卒以上の高学歴者の割合　48.5％　（常勤職員447名中217名）】
【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合　26.5％】
　（支出総額　39,367,974千円，給与・報酬等支給総額　10,444,798千円）
（法人の検証結果）
　本学の主要な事業は，教育・研究・診療である。本学医学部附属病院に
おいては「患者・医療人に選ばれる病院を目指して」という理念の下，地域
医療への貢献，良き医療人の養成，高度医療技術の開発研究を推進して
いる。また，現在，医療の現場ではそれぞれの職種の専門性を活かし，互
いに連携することで最良のケアを提供するチーム医療の推進が求められて
いる。そうした中で，病院看護師の担う役割は重要であり，知識と人間性の
調和のとれた人材の確保・育成が最優先事項である。
　また，対国家公務員指数は97.2であり，同規模の民間企業の同種の職種
の水準を下回っている。以上のことから，給与は適切な水準と考えられる。

講ずる措置 　引き続き，国に準拠した給与により適正な給与水準の維持に努めたい。

対国家公務員
指数の状況

内容

　　（注）上記比較指標は，法人化前の国の教育職（一）と行政職（一）の年収比率を基礎に，平成26年度の教育
　　　　職員（大学教員）と国の行政職(一)の年収比率を比較して算出した指数である。

項目

○事務・技術職員
・２２歳（大卒初任給，独身） 月額 174,200円 年間給与 2,794,168円
・３５歳（主任，配偶者・子１人） 月額 286,700円 年間給与 4,570,587円
・４５歳（係長，配偶者・子２人） 月額 357,500円 年間給与 5,763,821円

○大学教員
・２７歳（博士修了初任給，独身） 月額 285,300円 年間給与 4,576,210円
・３５歳（助教，配偶者・子１人） 月額 353,600円 年間給与 5,711,150円
・４５歳（准教授，配偶者・子２人） 月額 463,800円 年間給与 7,578,782円



５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

Ⅲ　総人件費について

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

千円 千円 千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(D)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

注 ： 「非常勤役職員等給与」においては，寄附金，受託研究費その他競争的資金等により雇用される職員に係る

費用及び人材派遣契約に係る費用等を含んでいるため，当法人の財務諸表附属明細書の「18 役員及び教職

員の給与の明細」における非常勤の合計額と一致しない。

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他

9,780,053

693,777 1,122,527 1,225,751 1,124,253

10,733,181 10,045,393

区　　分

17,022,47216,917,006 17,519,978

1,661,122

10,444,798
給与、報酬等支給総額

10,703,031

16,096,918

1,990,673

非常勤役職員等給与
3,038,988 3,291,869 3,841,880 4,248,862

退職手当支給額
643,091

最広義人件費
16,886,133

1,769,429 1,773,109 1,869,304
福利厚生費

4,441,416

① 「給与，報酬等支給総額」及び「最広義人件費」についての増減要因

「給与，報酬等支給総額」について，対前年度比6.7ポイント増となっているのは，特例法による国家
公務員の給与減額に対応した給与の減額支給措置が終了したこと，平成２６年４月１日の本給表及び
諸手当の引上げ並びに１２月期勤勉手当の支給割合引上げが要因となったものである。

また，「最広義人件費」については，対前年度比2.9ポイント増となっているが，これは上記増額要因
及び外部資金等による雇用，医療体制の充実に伴う雇用の増による非常勤役職員等給与の増に比
して定年退職者及び早期退職者が前年度に比べて少なかったこと及び勧奨退職制度が廃止になった
ことによる退職手当の減が要因となったものである。

② 「退職手当支給額」についての増減要因
「国家公務員の退職手当の支給水準引下げ等について」（平成24.8.7閣議決定）に基づき，平成

25年1月1日から退職手当に関する規則を国家公務員と同様の改正を行った。
平成25年1月1日～平成25年9月30日 調整率を98/100に引き下げ
平成25年10月1日～平成26年6月30日 調整率を92/100に引き下げ
平成26年7月1日以降 調整率を87/100に引き下げ

個人の業績を給与へ反映させる仕組みとしては，昇給及び昇格の実
施及び勤勉手当の成績率の判定に当たって，人事評価制度による評価
結果を踏まえて実施することとなっている。

特になし
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